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請 願 文 書 表 

 

令和７年６月９日配付                議会運営委員会付託 

 

公益通報者保護法違反疑惑について議会から監査委員へ

の事務監査請求を求める件 

 

１ 受 理 番 号   第41号 

 

２ 受理年月日   令和７年６月３日 

 

３ 紹 介 議 員   丸 尾 ま き 

 

４ 請願の要旨 

県議会百条委員会及び第三者委員会の調査において、齋藤知事と片山副

知事ら利害関係者が本件文書に関する調査を指示し、処分決定過程に関与

したことは法律及び指針の趣旨に反する、メール調査と元県民局長の事情

聴取は通報者探索であり違法、公用ＰＣ引き上げ行為は通報者探索行為の

一環であり、保護法及び指針に反する違法な行為と判断された。 

その上で、元西播磨県民局長の懲戒処分については告発文書の作成、流

布についての違法・無効、その他３つの非違行為については合法・有効と

の判断が示された。 

  ところが齋藤知事は、県の告発文書への対応、懲戒処分は妥当だとして、

懲戒処分の撤回や見直しには否定的な立場を取っている。また、体制整備

義務の法定指針の対象についても、齋藤知事は「３号通報も含まれるとい

う考え方もある一方で、これは内部通報に限定されるという考え方もあ

る」と答えている。これについては、４月８日に消費者庁から県政改革課

に「公式見解とは異なる内容の発言を確認した」との技術的助言をしたと

の報道がある。今回の問題を外部通報として取り扱わなかったことに正当

性があると主張したいのであろうが、無理がある。つまり、現在も公益通

報者保護法違反の状態が一部続いているということである。 
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  地方自治法第２条第 16項において、「地方公共団体は、法令に違反して

その事務を処理してはならない」と記載され、地方公共団体は法律に基づ

いた事務執行が求められており、現在の状態は公益通報者保護法だけでは

なく、地方自治法にも違反する状態が続いていると考えられる。 

  よって、下記事項を要望する。 

記 

１  議会として、監査委員に事務監査請求を行い、告発文書に関する元西

播磨県民局長の懲戒処分について、公益通報者保護法と地方自治法に違

反する状態であり、知事にそれらの状態を是正するよう求めること。 


